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１「第３次健康長崎市民 21」の策定について 

（１）概要                                           

ア 計画策定の趣旨 

長崎市では、「すべての市民が健やかで心豊かに生活できる活気あるまち」の実現をめざし、平成 13 年度に長崎市健康増進計画

（健康長崎市民 21）を策定し、健康づくり施策の推進を図っている。 

  「第２次健康長崎市民 21」の終期が令和５年度となっていることから、これまでの計画の評価や「健康日本 21（第三次）」等を   

踏まえて「第３次健康長崎市民 21」を策定するもの。 

 

イ 計画の位置づけ 

「健康長崎市民 21」は、健康増進法第８条に基づく長崎市の健康増進計画であり、健康づくりのマスタープランである。 

また、長崎市第五次総合計画を踏まえ、各計画とも整合性を図る。 
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ウ 計画期間 

令和６年度～令和 17 年度（12 年間） 

なお、計画期間中、令和 11 年度に中間評価を行う。 
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（２）「第２次健康長崎市民 21」の振り返り                              

ア 健康寿命の延伸（大目標）について 

 

 

イ 健康分野別の評価について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◎達成 ○改善 ● 悪化 
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（３）「第２次健康長崎市民 21」と「第３次健康長崎市民 21」の比較                  
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（４）「第３次健康長崎市民 21」の骨子                               
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（５）「第３次健康長崎市民 21」の目標値                              
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（６）計画策定スケジュール                                   

 

 

-10-



２「第２次長崎市歯科口腔保健推進計画」の策定について                 

（１）概要                                                

ア 計画策定の趣旨 

長崎市では「誰もが、おいしく食べ・楽しく話し・明るく笑える人生を送る」を最終目標をとし、平成 23 年度に長崎市歯科口腔保 

健推進計画を策定し、歯科口腔保健施策の推進を図っている。 

「長崎市歯科口腔保健推進計画」の終期が令和５年度となっていることから、これまでの計画の評価や国が新たに告示した「歯科

口腔保健の推進に関する基本的事項」（第２次）」等を踏まえて「第 2次長崎市歯科口腔保健推進計画」を策定するもの。 

 

  イ 計画の位置づけ 

    長崎市歯科口腔保健推進計画は、歯科口腔保健の推進に関する法律や長崎県歯・口腔の健康づくり条例を踏まえ策定している。 

また、長崎市第五次総合計画を踏まえ、「第３次健康長崎市民 21」等各計画とも整合性を図る。 

-11-



ウ 計画期間  

令和６年度～令和 17 年度（12 年間） 

なお、計画期間中、令和 11 年度に中間評価を行う。 
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（２）「長崎市歯科口腔保健推進計画」の振り返り                              

 分類 具体的指標（一部抜粋） 
基準値 

（H23） 

実績値 

（R4） 

目標値 

（R4） 
評価 

歯科疾患の予防 

むし歯（乳歯）がない 3歳児の割合(％) 73.4 85.6 90 Ｂ 

12 歳児の 1人平均のむし歯の本数（本） 1.2 0.6 0.6 Ａ 

歯肉に炎症がない中学生の割合（％） 66.6 75.4 80 Ｂ 

20 歳代で歯肉に炎症がない人の割合(％) 6.3 48.0 40 Ａ 

40 歳で歯を 1本も失っていない人の割合(％) 73.9 94.8 90 Ａ 

40 歳代で進行した歯周疾患がない人の割合(％) 34.5 47.5 50 Ｂ 

60 歳で 24 本以上の歯がある人の割合(％) 77.9 80.6 80 Ａ 

60 歳代で進行した歯周疾患がない人の割合(％) 18.7 38.2 50 Ｂ 

60 歳で治療が必要な歯がない人の割合(％) 69.5 74.1 90 Ｃ 

80 歳で 20 本以上の歯がある人の割合(％) 53.5 66.1 60 Ａ 

生活の質の観点から見た口腔 

機能の維持・向上 

歯並びに問題がない３歳児の割合（％） 68.4 50.7 90 Ｄ 

問題なく食べることができる 60 歳代の割合(％) 78.8 81.7 90 Ｃ 

問題なく食べることができる 80 歳代の割合(％) 61.2(H28) 61.6 70 Ｃ 

定期的に歯科健診、歯科医療を受け

ることが困難なかたへの支援 

障害(児)者入所施設での定期健診実施率(％) 25.0 60.0 100 Ｂ 

介護老人福祉施設・介護老人保健施設での定期健診実施率(％) 18.4 68.2 100 Ｂ 

 

 全 18 指標のうち、A:目標達成 5 指標、B:目標値に向け推移 9 指標、C:変化なし 3 指標、D:低下 1 指標 

 

-13-



（３）「長崎市歯科口腔保健推進計画」と「第 2 次長崎市歯科口腔保健推進計画」の比較             

（ 
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（４）「第 2 次長崎市歯科口腔保健推進計画」の骨子                              
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（５）「第 2 次長崎市歯科口腔保健推進計画」の目標値                             
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（６）計画策定スケジュール                                        
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３「第２期長崎市自殺対策計画」の策定について 

（１）概要                                                                       

ア 計画策定の趣旨 

自殺対策基本法において、「市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、当該市町村の区

域内における自殺対策についての計画（市町村自殺対策計画）を定めるもの」とされている。そのため、長崎市においても、自殺総

合対策大綱及び長崎県自殺総合対策５カ年計画を基に、その時々の状況を踏まえ、令和元年度に「長崎市自殺対策計画」を策定し、

自殺対策に係る施策を推進している。 

「長崎市自殺対策計画」の終期が令和５年度となっていることから、新たな自殺総合対策大綱及び長崎県の計画を基に、これまで

の取組状況を踏まえ、次期計画となる「第２期長崎市自殺対策計画」を策定するもの。 

 

イ 計画の位置づけ 

「長崎市自殺対策計画」は、「健康長崎市民 21」の健康分野の一つである「こころの健康」の中で定める基本方針や自殺対策の方向

性を基に策定する行動計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 計画期間 

令和６年度～令和 10 年度（５年間） 

【国】自殺総合対策大綱 

【県】第４期長崎県自殺総合対策５カ年計画 

長崎市第五次総合計画 

第３次健康長崎市民 21（こころの健康） 

【市】第２期長崎市自殺対策計画 

自殺対策基本法 
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（２）長崎市自殺対策計画での取組み                                         

ア 目標指標と実績 

長崎市自殺死亡率  

       （人口 10 万対） 

  

 

イ 長崎市の現状 

・コロナ禍の影響で自殺の要因となり得る様々な問題が悪化した 

ことなどにより、令和２年は自殺死亡率が前年を上回った。 

・高齢者・働く世代の自殺者が多い傾向にある。 

・男性の自殺者は減少傾向で推移しているが、女性の自殺者は 

やや増加傾向となっている。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

ウ 実施状況 

コロナ禍の影響で様々な事業の中止・縮小などがあり、計画どおりに実施することが難しかった。 

一方で、ＳＮＳやＬＩＮＥなどを活用した情報発信や相談のほか、Ｗｅｂでの講演会実施など、工夫しながら普及啓発や相談対応

を行った。 

   

 

 平成 27 年 令和元年 令和２年 令和３年 

目標  13.5 13.1 12.8 

実績 15.1 12.4 14.3 12.6 
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（３）「長崎市自殺対策計画」と「第２期長崎市自殺対策計画」の比較                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念は引き続き「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」とし、コロナ禍の影響で女性の自殺者数が増加して

いることを踏まえ、新たな自殺総合対策大綱で位置づけられた「女性の自殺対策を更に推進する」を基本施策に追加。 

 

「長崎市自殺対策計画」期間：令和元年度～令和５年度 「第２期長崎市自殺対策計画」期間：令和６年度～令和 10 年度 

・こころの健康に関する普及啓発 

・こころの病気を早期発見し、適切な対応ができる人材の育成 

・自殺を予防するための関係機関との連携強化 

１ 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

２ 自殺に関する調査研究等の情報をもとに自殺対策を推進する 

３ 自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る 

４ 心の健康づくりを推進する 

５ 適切な精神保健医療福祉サービスにつながるよう支援する 

６ 相談及び支援体制の充実により自殺リスクを低下させる 

７ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

８ 遺された人への支援を充実する 

９ 民間団体、関係機関との連携を強化する 

10 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

11 勤務問題による自殺対策を更に推進する 

・こころの健康づくりに関する知識の普及啓発 
・相談体制の充実 
・働く世代におけるこころの健康づくり対策 
・高齢者が社会とつながることができる環境整備 
・こころの病気を早期発見し、適切な対応ができる人材の育成 

１ 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

２ 自殺に関する調査研究等の情報をもとに自殺対策を推進する 

３ 自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る 

４ 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する 

５ 適切な精神保健医療福祉サービスにつながるよう支援する 

６ 相談及び支援体制の充実により自殺リスクを低下させる 

７ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

８ 遺された人への支援を充実する 

９ 民間団体、関係機関との連携を強化する 

10 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

11 勤務問題による自殺対策を更に推進する 

12 女性の自殺対策を更に推進する（新） 

【基本施策】 【基本施策】 

【取組み方針】 【取組み方針】 

【基本理念】 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す 
【基本理念】 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す 

【目標指標】（令和８年までに自殺死亡率を平成 27 年と比べて 30％減少） 

  （平成 27 年）15.1 →（令和３年）12.8 →（令和５年）11.9 

【目標指標】（令和８年までに自殺死亡率を平成 27 年と比べて 30％減少） 

  （平成 27 年）15.1 →（令和６年）11.4 →（令和８年）10.6 
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（４）「第２期長崎市自殺対策計画」の骨子                                      
 

① 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す ⑦ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

・自殺予防週間及び月間に、自殺予防ポスターを掲示したり、広報誌や掲示板、市公

式ＳＮＳに心の健康や自殺予防に関する正しい知識を掲載し広く普及啓発する。 

・うつ病や統合失調症、依存症など精神疾患についての公開講座を開催する。 

・相談窓口周知のため、小中学校で「こどもイーカオ相談カード」を配布したり、子

どもが慣れ親しんだツール（LINE）で相談を実施する。 

・長崎県自殺未遂者支援体制強化モデル事業連絡会へ参加する。 

・警察等関係機関と連携し、自殺未遂者等への相談対応を行う。 

② 自殺に関する調査研究等の情報をもとに自殺対策を推進する ⑧ 遺された人への支援を充実する 

・自殺統計を活用して、自殺の現状を関係機関と共有する。 

・自殺統計を分析し、ゲートキーパー養成講座等の資料として活用する。また、自殺

対策への取組みを見直す。 

・NPO 法人自死遺族支援ネットワーク Re と共催で、自死遺族同士が出会い、思いを語

り合う場として「つどい」を定期的に開催する。 

・自死遺族からの個別相談に対応する。 

③ 自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る ⑨ 民間団体、関係機関との連携を強化する 

・大学等の学校や企業、市職員を対象としたゲートキーパー養成講座を学校や企業と

連携して開催する。また、市民対象の講座も実施する。 

・庁内で直接市民から相談を受ける機会の多い職員等を対象とした研修を行う。 

・悩みを抱えた市民を把握した場合、本人の同意を得て「困りごと連絡票」を活用し、

関係課や相談機関と連携し支援につなげる。 

・働く人の心の健康づくり推進のため、企業の産業保健活動担当との連携を図り、普

及啓発に努める。 

④ 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する ⑩ 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

・出前講座や個別相談の際に「ストレス自己チェックリスト」や「睡眠力チェック票」

「適正飲酒についての自己チェック」などを利用して、本人の早期の気づきを促す。 

 自殺と不眠、自殺とアルコール問題の関係についての普及啓発に努める。 

・心の教育を充実させるため、積極的な生徒指導の推進、相談体制の充実、道徳教育 

の充実を図る。 

・若者の特性に応じた内容で「思春期・青年期こころの健康づくり講演会」を開催。 

・PTA 研修やファミリープログラムにて、命の尊さを訴え、家庭教育の充実を図る。 

・小中学生を対象に、いじめについての基礎知識やいじめの問題性に気付くこと、い

じめを解消するような行動がとれるようになることを目標とした「いじめ防止ワー

クショップ」を実施する。 

⑤ 適切な精神保健医療福祉サービスにつながるよう支援する ⑪ 勤務問題による自殺対策を更に推進する 

・子どもへの関わり方や親の育児不安に対し、小児科医及び精神保健福祉士による個

別カウンセリングを実施する。 

・健診や健康相談の場面でうつ等の問題を抱える人を見逃さず、適切な支援につなぐ。 

・市内の精神科医療機関や保健福祉に関する情報を掲載した「精神保健福祉ガイド」

を作成し、ホームページへ掲載する。 

・ハラスメントのない職場づくりのための講座を実施する。 

・「労政だより」により、職場における女性、障がい者の活躍に向けた情報や各種ハラ

スメントへの対策、雇用制度の周知による労働環境の改善・向上に関する情報を発

信する。 

⑥ 相談及び支援体制の充実により自殺リスクを低下させる ⑫ 女性の自殺対策を更に推進する 

・ひとり親家庭、生活困窮者、障害者、ＤＶ被害者、多重債務者、性的少数者など自殺 

リスクを抱えた対象者に適切な支援を行う。 

・相談対応時や各種講座などさまざまな機会をとらえて、自殺に関する相談窓口の周

知を行う。 

・子どもや子育てに関する全般的な問題について、家庭その他からの相談に対応し、

個々の子どもや家庭に最も効果的な支援を行う。 

・出産後間もない産婦の心身のケアと育児支援のため、産科医療機関等でショートス

テイ、デイケア、アウトリーチによる産後ケアを実施する。 
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（５）計画策定スケジュール                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「長崎市自殺対策計画」については、「健康長崎市民 21」の健康分野「こころの健康」において対策の方向性を定め、それに基づく

行動計画として位置付けていることから、当該計画の策定にあたっては、健康長崎市民 21 市民推進会議において内容を説明し、意見

を聴取している。 
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４「長崎市感染症予防計画」の策定について                                                             

（１）概要                                                       

ア 計画策定の趣旨 

新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を踏まえ、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新たな感染症の

発生及びまん延に備えるため、令和４年 12 月に改正感染症法が公布された。 

それに伴い、保健所設置市等に対し、国が定める基本指針や、県が定める予防計画の内容を踏まえた予防計画の策定が義務付けられた

ことから、「長崎市感染症予防計画」を新たに策定するもの。 

 

 

 イ 計画の位置づけ 

   予防計画とは、感染症法第 10 条に基づき策定される計画であり、新型コロナウイルス感染症の対応を踏まえ、これからの感染症対策の

方向性を示す計画。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

【感染症法第 9条第 1項】  

厚生労働大臣は、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（基本指

針）を定めなければならない。 

【感染症法第 10 条第 1項】  

都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画（予

防計画）を定めなければならない。 

【感染症法第 10 条第 14 項】 

保健所設置市等は、基本指針及び当該保健所設置市等の区域を管轄する都道府県

が定める予防計画に即して、予防計画を定めなければならない。 
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（２）計画策定のポイント                                                

 ア 計画策定のポイント 

これまでの新型コロナウイルス感染症への対応を振り返り、課題や工夫点、地域特性等を整理したうえで、国の基本指針及び県の予防

計画の内容を踏まえ策定する。また、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新たな感染症にも迅速に対応できるよう、

「事前対応型」の感染症対策を推進するため、平時からの取組みも記載する。 

 

 イ 都道府県の計画との比較 

「都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成のための手引き」参照 

【都道府県（⻑崎県）】予防計画 【保健所設置市等（⻑崎市）】予防計画
1 感染症の予防の推進の基本的な方向（任意） 1 感染症の予防の推進の基本的な方向（任意）
2 感染症発生予防・まん延防止施策 2 感染症発生予防・まん延防止施策
3 感染症・病原体に関する情報収集・調査研究 3 感染症・病原体に関する情報収集・調査研究（任意）
4 病原体等の検査実施体制・検査能力向上 4 病原体等の検査実施体制・検査能力向上
5 感染症に係る医療提供体制 ー
6 感染症患者移送の体制確保 5 感染症患者移送の体制確保
7 感染症に係る医療提供体制確保等の目標設定 6 感染症に係る医療提供体制確保等の目標設定

①協定締結医療機関（入院）の確保病床数 ー
②協定締結医療機関（発熱外来）の機関数 ー
③協定締結医療機関（自宅療養者等への医療の提供）の機関数 ー
④協定締結医療機関（後方支援）の機関数 ー
⑤協定締結医療機関（医療人材）の確保人数 ー
⑥協定締結医療機関（十分な個人防護具の備蓄）の医療機関数 ー
⑦検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整備数 ①検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整備数
⑧協定締結宿泊施設の確保居室数 ー
⑨医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数 ②医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数
⑩保健所の感染症対応業務を行う人員確保数 ③保健所の感染症対応業務を行う人員確保数

8 宿泊療養施設の確保 7 宿泊療養施設の確保（任意）
9 外出自粛対象者の療養生活の環境整備 8 外出自粛対象者の療養生活の環境整備
10 感染症啓発・人権の尊重 9 感染症啓発・人権の尊重（任意）
11 指示・総合調整機能 ー
12 感染症の予防に関する人材養成・資質向上 10 感染症の予防に関する人材養成・資質向上
13 保健所の体制確保 11 保健所の体制確保
14 緊急時における病原体等の検査の実施等 12 緊急時における病原体等の検査の実施等
15 その他感染症の予防の推進に関する重要事項（任意） 13 その他感染症の予防の推進に関する重要事項（任意）
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（３）「長崎市感染症予防計画」の骨子                                          

第１
感染症予防の推進の
基本的な方向

◆事前対応型行政の構築 ◆市⺠⼀人ひとりに対する感染症の予防及び治療に重点を置いた対策 ◆人権の尊重 ◆情報の発信と個人情報の保護
◆健康危機管理の観点に立った迅速かつ的確な対応 ◆市の果たすべき役割 ◆市⺠の果たすべき役割 ◆学校の果たすべき役割
◆医師等の果たすべき役割 ◆獣医師等の果たすべき役割 ◆感染症対策における国際協力 ◆予防接種

第2 発生予防・まん延防止
▶感染症発生動向調査
・病原体に関する情報が統⼀的に収集・分析・公表される体制構築
▶検体採取や積極的疫学調査等に関する基本的事項
▶検疫所や関係機関との連携
第３ 情報収集・調査・研究
▶保健所や保健環境試験所の役割
▶保健環境試験所における情報収集において国や他の地方衛生研究所、大学等
との連携推進

第４ 検査の実施・検査能力の向上
▶保健環境試験所の検査体制確保
・平時からの研修等実施や国立感染症研究所等への研修へ計画的な職員派遣
・検査機器等の設備整備や検査試薬品等の物品の備蓄

▶検査実施機関との協定締結等による平時からの体制整備
第５ 移送のための体制確保

第６ 体制確保に係る目標
▶新興感染症発生時の各時期における医療提供体制の整備
・県が締結する医療措置協定等による平時から流行時に対応できる体制の確保

▶検査体制や人材育成等に関する目標の設定
第７ 宿泊施設の整備
▶宿泊施設の確保
・県による平時からの宿泊事業者との協定締結による宿泊施設の確保、及び十分
な確保が見込めない場合の公的施設の活用等検討

▶健康観察の実施体制の構築
・体調悪化時等に適切に医療に繋げることができる円滑な健康観察の体制構築
▶生活支援等の構築
・生活必需品支給や必要な医薬品の配送等の体制確保
▶介護事業所等との連携

▶適切な情報公表・正しい知識の普及
・市⺠が感染症について正しい知識を持ち、自らが予防できる環境づくり
・感染症についての情報提供や相談等のリスクコミュニケーションの実施
▶患者等の人権の尊重

▶感染症対策等に関する研修等への積極的な職員派遣
▶保健所の感染症有事体制の構成人員参加による実践的な訓練の実施
▶保健所の職員を含む感染症対策を行う人員への研修

▶保健所の体制整備
・有事に備えた保健所の感染症対応業務の外部委託やICT活用等の検討
・IHEAT要員や庁内他部局からの応援体制を含めた人員体制、受入体制構築
・感染拡大時も地域保健対策の継続を可能とする有事に備えた仕組みの構築

▶国や県、他の市町との緊密な連携
▶医師会等の関係団体との連絡体制構築
▶市⺠への可能な限りの情報提供
・SNS等のあらゆる媒体の活用や自治会等の協力による情報提供

▶施設内感染の防止
・高齢者施設等も平時から個人防護具の備蓄に努め、研修等へ積極的に参加
▶動物由来感染症対策

第8 外出自粛対象者の療養生活の環境整備

第9 感染症啓発・人権の尊重

第10 人材の養成及び資質の向上

第11 保健所体制の構築

第12 緊急時に関する事項

第13 その他の感染症の予防

▶搬送体制の整備・構築
・移送に必要な車両の確保、移送訓練等の実施
・消防機関との連携や⺠間救急等との役割分担等協議
・離島からの患者搬送体制の構築
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（４）計画策定スケジュール                                               

 ア スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

イ 計画作成の進め方 

国の基本指針や県の予防計画を踏まえたうえで、県が設置する「長崎県感染症対策委員会」にて意見を聴取し素案を作成。今後、パブリ

ック・コメントを実施し、令和５年度中に計画を策定する。 
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※「長崎県感染症対策委員会（感染症法上の名称は「連携協議会」）」は、予防計画の策定等を通じて、長崎県・県内保健所設置市のほか、医療関係者や

学識経験者、消防機関、その他の関係者との平時からの意思疎通、情報共有、連携の推進を目的に、長崎県が設置。県が定める予防計画だけでなく、

長崎市感染症予防計画等に対しても意見聴取を実施。 

庁内外関係機関（市地域保健医療対策協議会・

市医師会等）における説明及び協議・調整 
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５ 新型コロナウイルスワクチン接種の現況について 

 
(1) 令和５年度秋冬接種 

秋冬接種については、オミクロン株（XBB.1.5）1 価ワクチンを使用し、9 月 20 日から開始した。初回接種を完了した生後 6 か月 

以上の追加接種可能な全ての方を対象としており、9 月 20 日から 3 月までの間に 1 回接種ができる。（春夏接種を受けた方は、秋冬 

接種として今年度２回の接種が可能となっている。） 

 なお、特例臨時接種の実施期間は令和 6 年 3 月 31 日までとなっており、それまでの接種費用は無料となる。 
 

年齢 区分 
令和５年度 

5/8～9/19 9/20～3/31 

12 歳以上 
３回目以降 

65 歳以上 
「春夏接種」 

（オミクロン株対応２価ワクチン） 
「秋冬接種」  

（XBB.1.5） 1 価ワクチン 

基礎疾患がある方 

医療従事者等 

上記以外 接種不可 

１・２回目（通年） 継続して実施 継続して実施（XBB.1.5） 1 価ワクチン
 

５～11 歳 
３回目以降 

基礎疾患がある方 
「春夏接種」 

（オミクロン株対応２価ワクチン） 「秋冬接種」 

（XBB.1.5） 1 価ワクチン 
上記以外 継続して実施 

１・２回目（通年） 継続して実施（従来株ワクチン） 継続して実施（XBB.1.5） 1 価ワクチン 

６か月～４歳 
４回目以降 接種対象外 「秋冬接種」 （XBB.1.5） 1 価ワクチン 

１～３回目（通年） 継続して実施（従来株ワクチン） 継続して実施（XBB.1.5） 1 価ワクチン
 

 

(2) 接種体制 

区分 接種期間 会場（医療機関）数 

個別接種 ～令和６年３月３１日まで ２８３医療機関 

集団接種 ～令和６年２月まで（予定） ６会場（段階的に縮小） 

※集団接種６会場 

・市民会館・東公民館・琴海南部文化センター 

・南部市民センター・野母地区公民館 

・市役所２F 多目的スペース 
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(3) 新型コロナワクチン接種健康被害救済給付 

  予防接種法に基づく予防接種を受けた方に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を受けたことによるものであると厚生労働 

大臣が認定したときは、市町村が給付を行うこととなる。（厚生労働大臣の認定にあたっては、第三者により構成される疾病・障害 

認定審査会により、因果関係に係る審査が行われる。） 
 
  ア 給付の種類等（予防接種法第 16 条及び第 17 条より抜粋） 

種類 対象者 
給付額※ 

（令和 3～4 年度） 

死亡一時金 予防接種を受けたことにより死亡した者の配偶者又は同一生計の遺族 44,200,000 円 

葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者 212,000 円 

医療費 
予防接種を受けたことによる疾病について医療を受ける者 

自己負担分 

医療手当 34,900 円～37,000 円 

  ※給付額は、通院・入院及び死亡等が発生した時点で政令により定められた額が適用となる。その他、障害年金等の救済給付がある。 
 

イ 長崎市の進達等状況（令和 3～5 年度の累計件数） 

    令和 5 年 11 月 27 日現在の累積件数 

２５件 内訳：認  定１８件（死亡一時金及び葬祭料 1 件、医療費及び医療手当 17 件） 

否  認 ２件（医療費及び医療手当） 

結果待ち ５件（死亡一時金及び葬祭料 1 件、医療費及び医療手当 4 件） 
 

ウ 給付済額（認定 18 件のうち、給付済 13 件、請求待ち 5 件） 

種 類 
令和４年度 令和５年度 計 

件数 給付金 件数 給付金 件数 給付金 

死亡一時金 
0 

- 
1 

44,200,000 円 
1 

44,200,000 円※ 

葬祭料 - 212,000 円 212,000 円※ 

医療費 
3 

97,260 円 
9 

341,948 円 
12 

439,208 円  

医療手当 107,000 円 1,060,100 円 1,167,100 円  

計 3 204,260 円 10 45,804,048 円 13 46,018,308 円  

 ※本市１例目である死亡一時金及び葬祭料については令和 5 年 10 月に予備費充用、11 月に給付済み。 

国庫負担率 10/10（新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金） 
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エ 全国の進達状況（国の審議結果参照） 

令和 5 年 11 月 13 日現在の累積件数 

進達受理 9,328 件（認定 5,051 件 否認 785 件 保留 125 件） 
 

※死亡一時金又は葬祭料に係る件数 

進達受理 983 件 （認定 323 件 否認 30 件 保留 5 件） 

 

 (4) 年齢区分別の接種状況（令和 5 年 11 月 27 日現在） 
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１　接種実績

人  口

（人）
接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

接種回数
（回）

接種率
（％）

85歳以上 25,696 25,309 98.5 25,213 98.1 23,948 93.2 21,310 82.9 18,230 70.9 13,701 53.3 7,484 29.1 14,450 56.2 8,707 33.9

75～84歳 42,351 40,786 96.3 40,676 96.0 39,375 93.0 36,800 86.9 32,626 77.0 26,142 61.7 15,606 36.8 26,936 63.6 17,835 42.1

70～74歳 36,424 34,483 94.7 34,428 94.5 33,246 91.3 30,927 84.9 26,918 73.9 20,546 56.4 11,586 31.8 21,334 58.6 13,672 37.5

65～69歳 31,148 28,508 91.5 28,441 91.3 27,269 87.5 24,637 79.1 20,369 65.4 14,458 46.4 7,313 23.5 15,213 48.8 9,174 29.5

(65歳以上) 135,619 129,086 95.2 128,758 94.9 123,838 91.3 113,674 83.8 98,143 72.4 74,847 55.2 41,989 31.0 77,933 57.5 49,388 36.4

60～64歳 28,076 25,925 92.3 25,874 92.2 24,311 86.6 20,411 72.7 14,411 51.3 7,884 28.1 2,669 9.5 6,906 24.6 5,868 20.9

50～59歳 53,982 48,603 90.0 48,478 89.8 43,316 80.2 28,951 53.6 12,829 23.8 5,802 10.7 2,023 3.7 6,487 12.0 5,908 10.9

40～49歳 51,330 44,545 86.8 44,356 86.4 36,132 70.4 19,543 38.1 7,495 14.6 3,374 6.6 1,029 2.0 3,957 7.7 3,126 6.1

30～39歳 39,527 33,396 84.5 33,156 83.9 24,607 62.3 10,508 26.6 3,933 10.0 1,593 4.0 435 1.1 2,088 5.3 1,398 3.5

20～29歳 33,688 28,644 85.0 28,335 84.1 19,581 58.1 6,862 20.4 2,223 6.6 794 2.4 197 0.6 1,119 3.3 678 2.0

18～19歳 6,969 6,180 88.7 6,146 88.2 3,978 57.1 1,227 17.6 163 2.3 48 0.7 15 0.2 82 1.2 93 1.3

12～17歳 20,679 16,222 78.4 16,093 77.8 10,898 52.7 4,474 21.6 449 2.2 11 0.1 0 0.0 74 0.4 465 2.2

(12～64歳) 234,251 203,515 86.9 202,438 86.4 162,823 69.5 91,976 39.3 41,503 17.7 19,506 8.3 6,368 2.7 20,713 8.8 17,536 7.5

5～11歳 22,599 4,917 21.8 4,739 21.0 2,063 9.1 489 2.2 114 0.5 1 0.0 150 0.7 235 1.0

6か月～4歳 12,396 305 2.5 282 2.3 212 1.7 40 0.3 40 0.3

全　体 406,116 337,823 83.2 336,217 82.8 288,936 71.1 206,179 50.8 139,760 34.4 94,354 23.2 48,357 11.9 98,796 24.3 67,199 16.5

(18歳以上) (349,191) (316,379) (90.6) (315,103) (90.2) (275,763) (79.0) (201,176) (57.6) (139,197) (39.9) (94,342) (27.0) (48,357) (13.8) (98,572) (28.2) (66,459) (19.0)

(12歳以上) (369,870) (332,601) (89.9) (331,196) (89.5) (286,661) (77.5) (205,650) (55.6) (139,646) (37.8) (94,353) (25.5) (48,357) (13.1) (99,065) (26.8) (11,628) (3.1)

(6か月以上) (404,865) (337,823) (83.4) (336,217) (83.0) (288,936) (71.4) (206,179) (50.9) - - - - - - - - (67,199) (16.6)

80.8 79.9 67.4 16.5

２　区分毎の状況

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

接種回数
（回）

割合
（％）

202,220 59.9 200,876 59.7 191,497 66.3 146,647 71.1 107,855 77.2 77,304 81.9 38,967 80.6 81,935 82.9 53,810 80.1

58,015 17.2 57,912 17.2 50,355 17.4 45,865 22.2 23,866 17.1 14,262 15.1 7,976 16.5 13,893 14.1 11,323 16.8

30,085 8.9 29,948 8.9 23,931 8.3 6,373 3.1 3,540 2.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

35,513 10.5 35,223 10.5 12,374 4.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

11,990 3.5 12,258 3.6 10,779 3.7 7,294 3.5 4,499 3.2 2,788 3.0 1,414 2.9 2,968 3.0 2,066 3.1

337,823 100.0 336,217 100.0 288,936 100.0 206,179 100.0 139,760 100.0 94,354 100.0 48,357 100.0 98,796 100.0 67,199 100.0

※春夏接種

　３回目以上

　令和5年5月8日～令和5年9月19日

※秋冬接種

　３回目以上

　令和5年9月20日～令和6年3月31日

区    分

７回目

７回目

-

５回目

５回目

６回目

６回目

４回目

４回目

※人口は令和４年１月１日住民基本台帳年齢階級別人口。なお、接種回数は令和３年死亡者分を除く。

職域接種

その他（市外接種）

合　　　計

個別接種

区    分

集団接種

大規模接種
（県庁実施分）

１回目

-

令和5年11月27日

市民健康部

(再掲)

秋冬接種

(再掲)

秋冬接種

新型コロナウイルスワクチンの接種状況について （令和5年11月27日現在）

国 接種率(11/26)

１回目 ３回目

３回目２回目

２回目
(再掲)

春夏接種

(再掲)

春夏接種
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